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1  本稿は（独）経済産業研究所の労働市場制度改革プロジェクトの研究成果であり、RIETI 政策シンポジ










































































                                                  


















認できないという議論は矛盾していることになる。したがって、 「良い多様化」 、 「悪い多様













                                                  
3  労働市場制度( “labor market institutions” )の定義としては、 例えば、 Nickell and Layard (1999)では、
労働税制、労働基準・労働保護などの労働者の権利に関する法や規制、組合と賃金交渉、最低賃金、社会
保障制度、積極的労働政策、スキル・教育を挙げている。また、Cahuc and Zylberberg (2004)は、制度と
経済政策という二本立てで考え、政策としては積極的労働政策、制度としては、最低賃金、雇用保護、税







































ンスは悪いという結果が概ねでている(Botero et. al. (2004), Besley and Burgess (2004), 




























整理解雇の 4 要件とは、具体的には、(1)人員削減の必要性（赤字の複数年継続等） 、(2)人
員削減の手段としての整理解雇選択の必要性（配転、出向、一時帰休、希望退職募集など


























てきている。例えば、Cahuc and Postel-vinay (2002)は、雇用保護が強い中で有期雇用を
導入すれば、雇用創出よりも雇用喪失の効果が上回り、失業を増やすことをモデルで示し





















84 年以前はヨーロッパでスペインは最も解雇規制の強い国の一つであった。 84 年に失業率
が 20.1%まで高まると、正規雇用の解雇規制はそのままにして、有期雇用を季節生産労働
以外にも適用できるように解雇規制を緩和した（より低い解雇手当の適用、裁判所への訴
訟不可、適用業種を限定せず 3 年の期間終了時点で解雇か正規で雇う必要） 。つまり、通常
の業務を行う労働者にも有期雇用が可能になったことで解雇コストが大幅に低下すること
になった。その結果、有期雇用の割合は急増し 90 年代初頭には 30%を越えるところまで高
まった（図 3） 。失業率は当初は低下したものの、90 年から増加し、94 年には 24％を越え
た。また、85 年から 94 年までの新たな入職者の 95％以上が有期雇用となった。つまり、
新規採用のほとんどが有期雇用であり、正規雇用は有期雇用を経るのが多くなったが、有
期雇用から正規雇用への転換率も 10％程度と低い状況であった。Dolado, Garcia-Serrano 





も実効性に乏しかった。そこで 97 年に再度、改革が行われ、それは 2001 年の改革5につな




では勤続年数当たり 45 日であった解雇手当(最大 42 か月)を 33 日（最大 24 か月）に縮小
する、 給与税を 40～90%ほど低下させるなど、 企業の負担を低減させる政策を打ち出した。
この 97 年の改革は特に、 若年労働者の正規雇用を持続的に増加させる効果を持った(Kugler, 





                                                  
















くなったのである(Blanchard and Landier (2002))。 
 
こうした状況の下、2005 年には中小企業（20 人以下の従業員）を対象に、2 年の試用期間
中は、解雇費用を払えば行政的・法的手続きの必要なく解雇でき、期間終了後、契約を更
新しなければ CDI（正規雇用契約）への転換が義務付けられる CNE が導入された。 
 
（スウェーデンのケース） 
Holmlund and Storrie (2002)は、 有期雇用が急激に増加したスウェーデンを分析している。
スウェーデンでは有期雇用増加の主要な要因はマクロ要因であった。つまり、90 年代の初
めの戦後でもかつてないほどの厳しい景気後退により無期雇用も含め雇用が減少した。90








を付けなかった。 90 年代を通じて有期雇用は増え続け、 2000 年までには全体の雇用の 16％
を占めるまでになった。こうした部分的な解雇規制改革は失業への流入を大幅に増加させ
ることになった。労働力に対する失業への流入割合は 80 年代末の労働力の年率 5%から 90
～2000 年では同 11％まで高まり、その増加の半分程度が有期雇用のからの流入であった。 10


































官、 民の労働者を比較して様々な属性をコントロールしても、 解雇規制の強い労働者は 35％
ほど無断欠勤が多いことを示した。また、Ichino and Riphahn (2005)は、イタリアの大銀 11





































































た（雇用過剰の場合は負の影響は小さい） 。また、Autor, Kerr and Kugler(2007)は、アメ
リカにおける解雇自由原則の例外が州によって適用された時期が異なることに着目し、事
業所レベルのデータを使い、例外規定の適用、すなわち、解雇制約が TFP 水準に負の効果 13
を与えることを示した。 
 
OECD(2007)の分析では、1982-2003 年の OECD18 か国の産業別データを使い、解雇規制
（正規雇用の場合、0～6 までの数値）の生産性への影響を推計した。この場合、解雇規制
の変数が１変化する（OECD 平均とアメリカの数値の半分）で労働生産性、TFP の年成長









































































（１）労働時間：フルタイム or パート（短時間） 、 
（２）契約期間：期間の定めなし or  有期、 
（３）雇用関係：勤め先と同じ or 異なる、 












体の 33.5%と三分の一を占め、うち、パート・アルバイトは 22.7%（男子では 8.7%、女子





間という軸で分けた調査によれば(「2005 年有期契約労働に関する実態調査」 （厚労省） 、常
用労働者のうち有期契約労働者は 24.5%であり、内訳は短時間パートタイマー13.4%、その





































                                                  































また、 「2005 年有期契約労働に関する実態調査」 （厚労省）をみても、契約期間を定めて就
業している理由が 「正社員として働きたいが働ける職場がないから」 とする割合が 25.9%、
また、契約期間終了後、正社員または期間の定めのない契約で働きたいとする割合は合計












































OECD(2002)によりヨーロッパ 13 か国の正規・有期賃金ギャップ （フルタイム労働者の （正
規賃金－有期賃金） ／正規賃金、 ％） をみると、 ギャップが最も大きいのがスペインで 47%、
最も小さい部類がドイツ(17%)、 オーストリア(19%)となっている。 ＥＵでは、 ベルギー(21%)、
フランス(29%)、スペインなどで正規・有期間の賃金の均衡処遇を求める法制が以前から制












Blanchard and Landier (2002)は、フランスの若年者（20～24 才）の有期雇用と正規雇用
の賃金ギャップを年齢、教育水準をコントロールした上で、有期雇用の賃金は正規よりも
約 20％低いことを指摘した。また、80 年代から 90 年代にかけて賃金ギャップは概ね広が





De la Rica (2004)は、95 年のスペインのデータを用いて、有期雇用と正規雇用では賃金ギ
ャップは 43％あり、そのうち、同じ企業同じ職にもかかわらず正規雇用の方が能力が高い
影響が 12％、有期雇用労働者が能力が同じにもかかわらず、賃金の低い企業や職について
いる影響が 22%あり、 上記では説明できない部分として９％残ることを示した。 Booth et. al. 
(2002)は、 イギリスのデータを使い、 労働者の属性をコントロールしていないベースで有期































































O’Dorchai, Plasman and Rycx (2007)は、1995 年のヨーロッパにおける横断的な賃金サー
ベイの統計を使い、調整前の男性パートの賃金ギャップはスペイン 16%、ベルギー24%、
デンマーク 28%、イギリス 67%、アイルランド 149%であることを示した上で、イタリア
を除いて約 7 割程度が産業、企業、労働者の属性で説明できることを示した。 
 


























































期での経験をいかに正規雇用獲得につなげるか、 また正規へ円滑な移行のための 「踏み石」 、

























有期雇用から正規雇用への転換を南ヨーロッパ諸国についてみると、 Guell and Petrongolo 
(2007)は、スペインの個人レベルのパネル・データを使い、有期雇用の正規雇用への転換確






















を示した。また、Ichino, Mealli and Nannicini (2006)は、イタリアの地域(トスカーナ、シ
シリー)のデータを使い、 派遣を経由することが （18 か月中に） 正規雇用へ転換する確率を、
例えばトスカーナの場合 19％高めるなど、派遣が正規雇用への「足がかり」 、 「跳躍台」
(springboard)となっていることを強調した。さらに、Amuedo-Dorantes, Malo and 
Munoz-Bullon (2006)は、スペインの雇用契約に関する包括的な行政データを使い 1998 年










た 90 年代においても正規への転換率は増加しなかった。 （イギリスは、有期の雇用の割合






































過去 20 年ほどの日本における総実労働時間（平均、事業所規模 30 人以上）をみると、87
年度の 2120 時間から 99 年度 1848 時間まで低下してきた。これは、短時間労働者の増加
とともに、1800 時間程度という目標を念頭に置きながら、88 年の労基法改正を受けて法定






















































                                                  
7  「管理監督者」のように適用除外が適用されているわけではないが、87 年労基法改正では「専門業務型
裁量労働制」 （研究開発、システムエンジニア、編集、取材、デザイナー等） 、98 年の改正は「企画業務型
裁量労働制」 （企画・立案・調査・分析の業務）が導入され、これらの業務にはみなし労働時間制が適用で
きるようになっている（労働時間が管理になじまない場合、一定時間労働したものとみなす制度で、労使
協定や労使委員会での決議が必要） 。  28
切り離されて国会に提出された労働基準法改正案（継続審議）では、時間外労働を削減す































さらに、 数値目標設定としては、 当初、 経済財政諮問会議の労働市場改革専門調査会が、 （１）

















れば経済成長にはマイナスに働く。Hayashi and Prescott(2002)によれば、日本の 90 年代
の成長率（一人当たり）はＴＦＰが伸びない中で労働時間の短縮が 0.9%成長率を押し下げ
たことを示した。また、フランスの 82 年における労働時間短縮（週 40→39 時間）の影響




















































に対する自己犠牲（utility loss）  が仕事、組織への忠誠心や努力へのコミットメントを示
す計測しやすい指標となっている。Bell and R. Freeman(2001)は、労働時間と将来所得・
昇進確率に正の関係があることをアメリカ、ドイツのサーベイ・データで確認した。また、 31





















































































































































































































                                                  
8  具体的には、税額控除（オーストリア） 、バウチャー（オーストリア、イタリア、スイス、アメリカ） 、
個人学習勘定(Individual Learning Accounts=政府から補助が受けられるアカウント（勘定、口座）が開設
され限度額や残高の範囲内で能力開発のために柔軟的に利用できる仕組み、 カナダ、 オランダ、 イギリス、









































































































大竹文雄（2004） 「整理解雇の実証分析」大竹文雄・大内伸哉・山川隆一編、 『解雇法制を 
考える  増補版』第 5 章、勁草書房 
奥平寛子 (2006) 「解雇判決の経済効果」2006 年日本経済学会春季大会報告論文 
奥平寛子・滝澤美帆・鶴光太郎(2008)、 「雇用保護は生産性を下げるのか」 、RIETI 政策シ
ンポジウム「労働市場制度改革：日本の働き方をいかに変えるか」(2008/04/04)発表論文 
川口大司（2005） 「解雇規制の意義―昭和 60 年代以降の整理解雇裁判例の分析」独立行政
法人雇用能力開発機構、財団法人統計研究会編『経済社会の構造変化と労働市場に関する
調査報告書』第 11 章、第 3 節、269-291 頁 
権丈英子、他(2003)、 「オランダ、スウェーデン、イギリス、ドイツにおける典型労働と非
典型労働―職業選択と賃金格差」 、大沢真知子、スーザン・ハウスマン編、 『働き方の未来
―非典型労働の日米欧比較』 、日本労働研究機構、226-261 頁 




の中で労使関係制度の再検討が求められる」 、 『経営者』659 号 
花見忠(2003)、 「労組法に公正代表義務を」 、 『週刊労働ニュース』2003.7.28 
花見忠(2006)、 「労働法 50 年―通説・判例  何処が変？」 、 『日本労働法学会誌』 、108 号 
濱口桂一郎(2008)、 「労働立法プロセスと三者構成原理」 、 『日本労働研究雑誌』2008 年特別
号 
樋口美雄・山川隆一(2006)、 「高質な労働市場を構築するためのルールのあり方」 、慶応大学 
KUMQRP DP2006-005 
水町勇一郎(2007)、 「イニシアティブ 2008」中間報告（ 『ビジネス・レーバー・トレンド』 、
2007 年 11 月号 24-26 頁参照） 
八代尚宏(2006)、 『健全な市場社会への戦略―カナダ型を目指して』 、東洋経済新報社 
山川隆一(2006)、 「日本・労働紛争の解決―最近の展開とその背景、 および将来の展望」 、 『ビ
ジネス・レーバー・トレンド』 、2006 年 2 月号 
 
英語： 
Algan, Y. and P. Cahuc (2006), “Civic Attitudes and the Design of Labor Market 
Institutions: Which Countries Can Implement the Danish Flexicurity Model?”, IZA DP 
No.1928 
Amuedo-Dorantes, C., M. Malo and F. Muñoz-Bullón (2006), “The Role of Temporary  41
Help Agencies in Facilitating Temp-to-perm Transitions”, IZA DP No. 2177. 
Antoni, M. and E. Jahn (2006), “Do Changes in Regulation Affect Employment Duration 
in Temporary Work Agencies”, IZA discussion papers No. 2343.   
Autor, D., W. Kerr and A. Kugler (2007), “Do Employment Protections Reduce 
Productivity? Evidence from US States”, Economic Journal  117,  pp.F189-F217 
Autor, D. and S. Houseman (2005), “Do Temporary Help Jobs Improve Labor Market 
Outcomes for Low-skilled Workers? Evidence from Random Assignments”, NBER WP 
No. 11743 
Barzel, Y. (1973), “The Determination of Daily Hours and Wages”, Quarterly Journal of 
Economics, 87(2), pp. 220-238. 
Bassanini, A., A. Booth, G. Brunello, M. Paola, and E. Leuven (2005), “Workplace 
Training in Europe”, IZA DP No.1640 
Bell, L. and R. Freeman (2001), “The Incentive for Working Hard: Explaining Hours 
Worked Differences in the U.S. and Germany”, NBER  WP  No.8051 
Belot, M., J. Boone and J. van Ours (2002), “Welfare Effects of Employment Protection”, 
CEPR  DP  No.  3396. 
Besley, T. and R. Burgess (2004) “Can Labor Regulation Hinder Economic Growth? 
–Evidence from India,” Quarterly Journal of Economics, 119(1), pp.91-134. 
Blanchard, O. and A. Landier (2002), “The Perverse Effects of Partial Labor Market 
Reform: Fixed Duration Contracts in France”, Economic Journal 112, pp.F214-F244 
Booth, A. and M. Wood(2006), “Back-to-front Down-under?  Part-time/Full-time Wage 
Differentials in Australia”, IZA DP No. 2268 
Booth, A., M. Francesconi, and J. Frank (2002), “Temporary Jobs: Stepping Stones or 
Dead Ends?”, Economic Journal 112, pp.F189-F213 
Botero, J., S.Djankov, R. La Porta, F. Lopez-De-Silanes and A. Shleifer (2004), “The 
Regulation of Labor”, Quarterly Journal of Economics, pp.1339-1382 
Bozkaya, A. and W. Kerr (2006), “Labor Market Regulations and European Venture 
Capital Investment”, mimeo 
Bratti, M. and S. Staffolani (2005), “Effort-Based Opportunities and Working Time”, 
IZA DP No. 1474 
Caballero, R., K. Cowan, E. Engel and A. Micco(2004), “Effective Labor Regulation and 
Microeconomic Flexibility”, MIT Department of Economics WP No.04-30 
Cahuc, P. and F. Postel-vinay (2002), “Temporary Jobs, Employment Protection and 
Labor Market performance”, Labour Economics 9, pp.63-91 
Cahuc, P. and A. Zylberberg (2004), Labor Economics, MIT Press, Cambridge. 
Cepton, B. and F. Kramarz (2002), “Employed 40 Hours or Not Employed 39: Lessons  42
from the 1982 Mandatory Reduction of the Workweek”, Journal of Political Economy 
110(6), pp.1355-1389 
De la Rica, S. (2004), “Wage Gaps between Workers with Indefinite and Fixed-term 
Contracts The Impact of Firm and Occupational Segregation”, mimeo 
DeFreitas, G. and A. Marshall (1998), “Labour Surplus, Worker Rights and Productivity 
Growth: A Comparative Analysis of Asia and Latin America”, Labour, 12(3), pp. 
515-539. 
Dekker, R.(2001), “Are Flexworkers Really Being Paid Less? Wage Comparisons Over 
Time in Germeny, the Netherlands and the Great Britain”, mimeo   
Dolado, J., C. Garcia-Serrano and J. Jimeno (2002), “Drawing Lessons from the Boom of 
Temporary Jobs in Spain”, Economic Journal 112, pp.F270-F290 
Drago, R., D. Black and M. Wooden (2005), “The Existence and Persistence of Long 
Work Hours”, IZA DP No. 1720 
Ermisch, J. and R. Wright (1991), “Wage Offers and Full-time and Part-time 
Employment by British Women”, Journal of Human Resources, 25(1), pp. 111-33. 
Ferber, M. and J. Waldfogel (1998), “The long-term Consequences of Non-traditional 
Employment”, Monthly Labor Review, 121(5), pp. 3-12. 
Forde, C. and G. Slater (2005), “Agency Working in Britain: Character, Consequences 
and Regulation”, British Journal of Industrial Relations 43, pp.249-271 
Guell, M. and B. Petrongolo (2007), “How Binding Are Legal Limits? Transitions from 
Temporary to Permanent Worker in Spain”, Labour Economics 14, pp.153-183 
Haltiwanger, J., S. Scarpetta and H. Schweiger (2006), “Assessing Job Flows across 
Countries: The Role of Industry, Firm Size and Regulations”, IZA Discussion Paper No. 
2450. 
Hayashi, F. and E. Prescott(2002), “The 1990s in Japan: A Lost Decade”, Review of 
Economic Dynamics 5(1), pp.206-235 
Heckman, J. and C. Pages (2000), “The Cost of Job Security Regulation: Evidence from 
Latin American Labor Markets”, NBER WP No.7773 
Hirsch, B. (2005), “Why Do Part-time Workers Earn less? The Role of Worker and Job 
Skills”, Industrial and Labor Relations Review, 58(4), pp. 525-51. 
Holmlund, B. and D. Storrie (2002), “Temporary Workers in Turbulent Times: The 
Swedish Experience”, Economic Journal 112, F245-F269 
Hopenhayn, H. and R. Rogerson (1993), “Job Turnover and Policy Evaluation: A General 
Equilibrium Analysis”, Journal of Political Economy, 101(5), pp. 915-938. 
Houseman, S. (1997), Temporary, Part-Time and Contract Employment in the United 
States: New Evidence from an Employer Survey, W.E. Upjohn Institute for Employment  43
Research, Kalamazoo, Michigan. 
Hu, Y. and K. Tijdens (2003), “Choices for Part-time Jobs and the Impacts on the Wage 
Differentials. A Comparative Study for Great Britain and the Netherlands”, An 
Integrated Research Infrastructure in the Socio-Economic Sciences at CEPS/INSTEAD, 
IRISS Working Paper, No. 2003-05. 
Ichino, A., F. Mealli and T. Nannicini (2006), “From Temporary Help Jobs to Permanent 
Employment: What Can We Learn from Matching Estimators and Their Sensitivity?”, 
IZA DP No. 2149. 
Ichino, A. and R. Riphahn (2005), “The Effect of Employment Protection on Worker 
Effort: Absenteeism During and After Probation”, Journal of the European Economic 
Association 3(1), pp120-143 
Kanniainen, V. and T. Vesala (2005), “Entrepreneurship and Labor Market Institutions”, 
Economic modeling 20, pp.828-847   
Koeniger, W. (2005), “Dismissal Costs and Innovation”, Economics Letters, 88(1), pp. 
79-85. 
Kugler, A., J. Jimeno and V. Hernanz (2002), “Employment Consequences of Restrictive 
Permanent Contracts: Evidence from Spanish Labor Market Reforms”, IZA DP No.657 
Kvasnicka, M. (2005), “Does Temporary Agency Work Provide a Stepping Stone to 
Regular Employment?”, Discussion Papers 2005-031 . Collaborative Research Center 
649, Humboldt University, Berlin. 
Messina, J. and G. Vallanti (2006), “Job Flow Dynamics and Firing Restrictions: 
Evidence from Europe”, IZA DP No. 2045 
Micco, A. and C. Pages (2006), “The Economic Effects of Employment Protection: 
Evidence from International Industry-Level Data”, IZA Discussion Paper No. 2433. 
Montgomery, M. (1988), “On the Determinants of Employer Demand for Part-time 
Workers”, Review of Economics and Statistics, 70(1), pp. 112-116. 
Nickell, S. and R. Layard (1999), “Labor Market Institutions and Economic 
Performance”, in O. Ashenfelter and D. Card (eds.), Handbook of Labor Economics, 
Edition 1, Vol. 3, Chapter 46, Elsevier, pp. 3029-3084. 
OECD(2002), Employment Outlook, OECD, Paris 
OECD(2006), Employment Outlook, OECD, Paris 
OECD(2007), Employment Outlook, OECD, Paris. 
Oi, W. (1962), “Labour as a Quasi-fixed Cost”, Journal of Political Economy, 70 (6), pp. 
538-55. 
O’Dorchai, S., R. Plasman and F. Rycx (2007), “The Part-Time Wage Penalty in 
European Countries: How Large is it for Men?”, IZA DP No. 2591  44
Pierre, G. and S. Scarpetta (2004), “Employment Regulations through the Eyes of 
Employers: Do They Matter and How Do Firms Respond to Them”, IZA DP No.1424 
Riphahn, R.T. (2004), “Employment Protection and Effort Among German Employees”, 
Economics Letters, 85(3), pp. 353-357. 
Rodgers, J. (2004), “Hourly Wages of Full-time and Part-time Employees in Australia”, 
Australian Journal of Labour Economics, 7(2), pp. 231-54. 
Russo, G. and W. Hassink (2005), “The Part-time Wage Penalty: A Career Perspective”, 
IZA DP No. 1468 
Saint-Paul, G. (2002), “Employment Protection, International Specialization, and 
Innovation”, European Economic Review, 46(2), pp. 375-395. 
Samaniego, R. (2006), “Employment Protection and High-tech Aversion”, Review of 
Economic Dynamics 9, pp.224-241 
Zhou, J. (2006), “Reforming Employment Protection Legislation in France”, IMF 
WP/06/108   45



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































出所：OECD 統計データベースより作成  47
図 3  スペインにおける有期雇用割合の急増 
 
注：実線：有期雇用の割合（左目盛り） 、破線：失業率（右目盛り） 























図 5  解雇規制と失業給付水準の関係 
 
注：縦軸：失業給付の割合、横軸：雇用保護指数 
出所：Algan and Cahuc (2006)  49





















































































































































































































































































































































































































































出所：OECD 統計データベースより作成  50
















































































































































































































































































































































































































図 8  OECD 諸国の年間総実労働時間（労働者平均）の推移 
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